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■ 第2回検討委員会全体フロー
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◆第2回検討委員会においては、ガイドラインに基づき、地域ごとの整備目標・対策目標の検討について議論頂く。

図 雨水管理総合計画の検討フロー
出典：雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）

国土交通省水管理・国土保全局下水道部



■ 第2回検討委員会全体フロー
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スライドp5

スライドp7

◆第2回検討委員会では、検討対象地区の設定、浸水リスクによる事業優先度評価、脆弱性による事業
優先度評価、優先地区等の設定の考え方について議論頂くとともに、第3回検討委員会での議論の頭出
しとして、評価結果のイメージ（参考）、計画目標の設定、対策案の検討と取組事例について、報告する。

スライドp27

スライドp32

スライドp34

図 第2回検討委員会全体フロー
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議論頂きたい事項
第3回検討委員会での協議事項

５．対策案の検討と取組事例

1．前回の振り返り（対象降雨の考え方）
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３-２ 優先地区等の設定の考え方



1．前回の振り返り（対象降雨の考え方）
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■対象降雨の考え方（補足）
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２．重点対策地区設定の評価の考え方

2-1 評価方法

2-2 検討対象地区の設定

2-3 浸水リスクによる重要度評価

2-4 脆弱性による事業優先度評価
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■２－１ 評価方法

◆「雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）令和3年11月 国土交通省水管理・国土保全局下水道
部」（以下，「ガイドライン」という）においては、計画目標を設定する際の重点対策地区の選定方法として、
「浸水しやすさ」×「脆弱性」の2軸で評価する方法が記載されている。
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＜評価指標の例＞
 浸水実績個所数
 浸水頻度
 浸水危険度
 浸水要因
 人口分布
 地下施設箇所数
 災害時要配慮者数
 防災関連施設 等

浸水リスク
➡「浸水しやすさ」
の指標

都市機能の集積度
➡「脆弱性」の指標

リスク低 リスク中 リスク高

リスク低 リスク低 リスク中

リスク低 リスク低 リスク低

重点対策地区

「脆弱性」

「
浸
水
し
や
す
さ
」

図 重点対策地区の選定

重点対策地区の定義：
➡浸水対策の目標である「生命の保護」，「都市機能の確保」，
「個人財産の保護」の観点より重点的に対策を行うべき地区をいう。

調布市においては、ガイドラインに沿って評価を行うと，市内全域が
都市化されていることもあり評価の優劣が発現しずらいことから、「浸
水リスク」を指標に重要度評価を行い、「脆弱性（都市機能の集
積度）」を基に対策における優先度評価を行う。

図 重点対策地区のイメージ

出典：雨水管理総合策定ガイドライン（案）
国土交通省水管理・国土保全局下水道部



２．重点対策地区の評価方法の考え方

2-1 評価方法

2-2 検討対象地区の設定

2-3 浸水リスクによる重要度評価

2-4 脆弱性による事業優先度評価
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■２－２ 検討対象地区の設定

10図 小処理分区界図

図 小処理分区界のイメージ

◆ガイドラインでは，雨水排水の区分である小処理分区で検討することが示されている。
◆調布市では，全域で市街化されており、浸水リスクや脆弱性を詳細に判別するため、町丁界単位でリスク
評価を実施し、対策検討は小処理分区を基に検討するものとする。

小処理分区

浸水発生

浸水箇所を含む
小処理分区で対策すると
効果的

下水道幹線



■２－２ 検討対象地区の設定

11図 検討単位地区（町丁界）



２．重点対策地区の評価方法の考え方

2-1 評価方法

2-2 検討対象地区の設定

2-3 浸水リスクによる重要度評価

2-4 脆弱性による事業優先度評価
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■２－３ 浸水リスクによる重要度評価
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◆調布市では、これまで発生した浸水箇所については、再度災害防止の観点で適時対応しているため、浸水リ
スク評価については現状の雨水排水施設を反映した浸水シミュレーション結果に基づき行う。

◆シミュレーション結果の妥当性を検証するため、浸水実績において確認を行う。

浸水リスクの評価の流れ

1．降雨モデルの
条件設定

2．シミュレーションよる
浸水リスク評価

３．シミュレーション結果
の評価の考え方

４．浸水実績による
チェック

項目 対象降雨

計画降雨
（L1）

東京都豪雨対策基本方針と整合を図り、
65mm/hrと設定
※ハード対策の目標降雨

照査降雨
（L1´）

近傍の観測雨量のうち、既往最大降雨である平成
17年9月4日～6日降雨と設定

照査降雨
（L2）

既往最大降雨の波形を基に、1時間最大雨量
153mmに引き伸ばし設定

表 降雨モデルの条件設定

※今回はハ
ザードマップ
で仮評価

p13

p14

p15

P15～16



■２－３ 浸水リスクによる重要度評価 ※第２回検討委員会では，シミュレーション中であるため，内水ハザードマップを例示

14図 シミュレーションによる浸水リスクイメージ（令和５年３月に公表した内水ハザードマップを例示）

〇内水ハザードマップは照査降雨（L2）であるため，実際のシミュレーション結果は例示よりも浸水範囲が少なくなる見込みです。



■２－３ 浸水リスクによる重要度評価
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◆浸水リスクの評価指標は、シミュレーション結果に基づき，以下の視点から、床上浸水は重要度『大』、床下
浸水は重要度『中』、道路冠水は重要度『小』、浸水無しの4段階で設定する。

➡床上浸水（50cm以上）：『大』と設定
・・・家財、人命に対する被害リスクを想定
➡床下浸水（20～50cm未満）：『中』と設定
・・・家財までに被害が及ばないものの、住宅環境や建物基礎への悪影響等を想定
➡道路冠水（20cm未満） ：『小』と設定
・・・交通機能の低下、歩行者への影響等を想定

◆ 現状の雨水排水施設を反映した浸水シミュレーションモデルによるシミュレーション結果に基づき、浸水リス
ク評価結果の妥当性を検証するため、浸水実績において確認を行う。

発生日時 床上浸水 床下浸水 その他 最大降雨強度 被害発生流域 浸水要因の想定

2005年9月4日 45 81 3 91mm/hr 市内全域 雨水整備水準を超過する降雨による流下能力不足

2011年8月26日 7 11 3 72mm/hr 市内全域 雨水整備水準を超過する降雨による流下能力不足

2013年9月15日 1 1 33mm/hr
（台風18号）

2017年8月19日 1 9mm/hr 野川流域沿い 局所的な流下能力不足または野川の水位上昇による
排水不良

2017年10月23日 3 27mm/hr
（台風21号）

2018年3月9日 1 1 51mm/hr

2018年8月13日 2 46mm/hr

2019年10月12日 67 85 30mm/hr
（台風19号）

市内全域 放流先河川の水位上昇による排水不良

2021年8月15日 2 45mm/hr

表 浸水実績



■２－３ 浸水リスクによる重要度評価

16図 浸水実績の種別図

※円の大きさは被害件数の多さを示す



■２－３ 浸水リスクによる重要度評価の結果

17図 浸水リスク評価結果（令和５年３月に公表した内水ハザードマップ（L2降雨）から評価したイメージ）

【参考イメージ】



２．重点対策地区の評価方法の考え方

2-1 評価方法

2-2 検討対象地区の設定

2-3 浸水リスクによる重要度評価

2-4 脆弱性による事業優先度評価
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■２－４ 脆弱性による事業優先度評価

◆ガイドラインでは，評価指標の設定と評価が例示（右下）されており，調布市では，以下の考え方として
整理した。

◆「生命の保護」を重要視し、以下の指標で検討することとした。
➡人口密度：人口が密集しているほど、被災人口が増加する
➡避難所：被災時に避難住民が集中し、被災人口が増加するため
➡要配慮者施設：避難時間に時間を要すため。
➡防災拠点：復旧活動の拠点施設となるため
➡緊急輸送路：復旧活動の車両交通等の確保のため

19

番号 評価指標 出典

1 人口分布 国勢調査

2 避難所
（避難福祉所・震災
時等指定避難所）

調布市地域防災計画
（令和3年修正）

3 要配慮者施設 調布市地域防災計画
（令和3年修正）

4 防災拠点 国土数値情報 令和2年度

5 緊急輸送路 調布市地域防災計画
（令和3年修正）

表 都市機能の評価指標 参考 ガイドラインによる評価指標の例

✓ 浸水実績箇所数
✓ 浸水頻度
✓ 浸水危険度（計画降雨や既往最大降雨等の浸水シミュレーション結果、

内水ハザードマップ）
✓ 浸水要因（下水道施設の能力が要因か、放流先の排水が要因か、等）
✓ 資産分布（資産集積度）、商業・業務集積状況、交通拠点施設・主要

幹線地区
✓ 人口分布
✓ 地下施設箇所数
✓ 災害時要配慮者数（または施設数）
✓ 防災関連施設
✓ 投資効果（浸水被害の解消による経済効果といった地域の被害ポテンシャ

ル等）



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価

20図 人口密度の分布状況



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価

21図 避難所施設の分布状況

※円の大きさは収容人数の多さを示す



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価

22図 要配慮者施設の分布状況



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価

23図 防災拠点の分布状況



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価_緊急輸送路

24図 緊急輸送路の分布状況



脆弱性による事業優先度評価

■ ２－４ 脆弱性による事業優先度評価

◆調布市においては、都市化が進行しており、市内全域がDID地区となっていることから、人口密集度はどの地
区も高いと判断できる。

◆その他4項目については、施設数や収容人数等で優劣をつけることは困難である。
◆以上を踏まえて、被災時に住民が集中する避難所施設、要配慮者施設、復旧等の拠点となる拠点施設、
緊急輸送路の有無により評価を行う。
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表 脆弱性による事業優先度評価指標

項目 優先度高 優先度低

人口密集度 全域優先度高い

避難所施設 あり なし

要配慮者施設 あり なし

拠点施設 あり なし

緊急輸送路 あり なし

緊急輸送路の有無

拠点施設の有無

要配慮者施設の有無

図 脆弱性による事業優先度評価結果イメージ

※DID地区：人口密度が4,000人/km2以上の地区

避難所施設の有無



■２－４ 脆弱性による事業優先度評価の結果

26図 脆弱性の評価結果（イメージ）

【参考イメージ】



３．重点対策地区の設定の考え方

と評価結果のイメージ（参考）

３-１ 評価結果のイメージ（参考）

３-２ 重点対策地区の設定の考え方
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28図 総合評価結果イメージ

■３－1 評価結果のイメージ

P17（リスク評価結果まとめ）とP26（脆弱性評価結果まとめ）の重ね合わせ結果

【参考イメージ】
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３．重点対策地区の設定の考え方

と評価結果のイメージ（参考）

３-１ 評価結果のイメージ（参考）

３-２ 重点対策地区の設定の考え方



30図 総合評価結果イメージ

■３－２ 重点対策地区の設定の考え方

◆町丁界別に算出する「浸水リスクによる重要度評価」と「脆弱性による事業優先度評価」から総合評価を行
う。

◆町丁界別に整理した総合評価を基に、小処理分区の優先度を定める。
◆優先度の設定については、1つの小処理分区で複数の判定結果が存在するため、最も重要度、優先度が
高い町丁界の結果を優先する。（考え方①参照）

＜考え方①＞
例：調布第5調布第三小処理分区
➡複数の評価結果が存在。
➡重要度大×都市機能3項目ありとして評価。



31図 総合評価結果イメージ

■ ３－２ 重点対策地区の設定の考え方

【参考イメージ】



４．計画目標の設定

（第3回検討委員会議題）
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■４－１ 計画目標の設定イメージ
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対象降雨 目標期間 目標設定

L1降雨（65mm/hr） 10年程度 床上浸水解消

最終 浸水解消

L1´降雨 最終 床上浸水解消

表 計画目標の設定イメージ

◆L1降雨はハード整備の目標降雨であるため、10年程度を目途に床上浸水解消を目標とし、最終的には
浸水解消を目標とする。

◆L1´降雨は、床上浸水解消を目標とする。



５．対策案の設定と取組事例

（第3回検討委員会議題）

５－１ 調布市域における取組

５－２ 他都市における取組事例
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対
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下水
道整
備

流
域
対
策

避
難
方
策

ま
ち
づ
く
り
対
策

家
づ
く
り
・

流下施設の整備

貯留施設の整備

流下施設の整備

地下河川・分水嶺の整備

河川の整備

調節地の整備

下水道管の整備

下水道から河川への
放流量の段階的な増強

ポンプ所の整備

公共施設(道路・学校等)
への貯留浸透施設設置

緑地の保全

民間施設(ビル・住宅等)
への貯留浸透施設設置

貯留施設の整備

調節地の整備

グリーンインフラ

高台まちづくり

情報周知
(浸水危険度・対応策)

地下空間得への浸水対策

高床建築の推進

情報周知(降雨・水位等)

避難体制強化

区市町村との
協議会を通じた対策促進

大規模開発時における
浸透ますや緑地等の設置指導

個人住宅への
浸透ます等設置の促進

公園緑地の整備

レインガーデン等の整備

高台や垂直避難先による
対策の促進

洪水予想(想定)区域図・
ハザードマップの作成・周知

地下空間浸水対策ガイドライン
の周知

施設別地下浸透対策計画の策定

助成制度の充実

法令・条例等による対策の促進

水害リスク情報等の広報強化

降雨・水位等の周知の充実

「プッシュ型」情報提供の充実

避難指示の発令基準等の明確化

図上訓練・避難訓練の実施

建物の上層階への緊急避難

地下街からの避難誘導の強化

◆東京都豪雨対策基本方針における5つの施策①外水氾濫を防ぐ「河川整備」、②内水氾濫を防ぐ「下水
道整備」、③雨水の流出を抑える「流域対策」、④水害に強い「家づくり・まちづくり対策」、⑤生命を守る「避
難方策」に対して、現状の取組を整理。

河道掘削・樹木伐採
（国土交通省・東京都）

下水道整備、放流量の段階的増
強、ポンプ所の整備

公共施設、民間施設への貯留浸
透施設設置、緑地保全

レインガーデン等の整備、浸水想
定区域図、ハザードマップ作成、
地下空間への助成制度の充実・
対策の促進

水害リスク情報、降雨・水位等の
周知、「プッシュ型」情報提供、避
難指示発令基準明確化、避難
訓練、建物上層階への緊急避難

図 調布市における体系別の雨水対策

■５－１ 調布市域における取組事例



■５－１ 調布市における取組事例
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◆河川整備として、河道における50㎜降雨対応に加え、分水路や貯留施設を整備。
◆下水道整備として、これまでの50㎜降雨対応に加え、圧力管としての運用による能力の検証を進める。
◆流域対策として、これまで「雨水流出抑制などの流域自治体による対策（流域対策）」により、時間10㎜
（雨水浸透能力換算で202,000m3/h）による対策を令和19年度までに行うことを目標としている。
令和4年度時点の実績は累計約126,000m3/hであり、今後も継続して普及促進に努める。
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図 調布市における浸透施設の設置状況と目標
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図 目標値に対する残整備量イメージ

浸透ます浸透能力
0.6m3/h/基
（R4実績）
とすると、さらに

約125,500基の
設置が必要

流域対策河川整備

下水道整備

〇野川河床掘削による流下能力の確保（都事業）

〇入間川分水路の整備（都事業）

図 野川断面改修例

〇野川大沢調整池の整備（都事業）

貯留量90,000m3
野川

入間川

これまで管の中で水面を確保することを前
提に整備してきた下水道管に対して、圧力
管（満水）で運用した場合の能力をシミュ
レーションを持ちいて検証することで、下水
道管の能力を最大限評価することを推進。

従来
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる検証



５．対策案の設定と取組事例

（第3回検討委員会議題）

５－１ 調布市域における取組

５－２ 他都市における取組事例
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■５－２ 他都市における取組事例
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分類 自治体名 調布市 世田谷区 武蔵野市 八王子市 府中市 三鷹市 新潟市

公助 内水ハザード
マップ

〇 〇 × 〇 〇 × 〇

調整池
（調節池）

× 〇 （〇） 〇 〇 〇

管きょ・貯留
管等

× 〇 〇 〇 〇 〇

学校等の雨
水貯留施設

△ 〇 〇 〇 〇

浸透施設 △ 〇 〇 〇 〇 〇

グリーンインフ
ラ（田んぼダ

ム）

〇 〇 △ × × × （〇）

ソフト対策 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

民間
への
補助
事業

浸透ます 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

浸透トレン
チ・浸透管

× 〇 〇 〇

貯留タンク・
貯留槽

× 〇 〇 〇 〇

◆他自治体における公助、補助事業として実施している浸水対策事例を整理。

表 他自治体における取組の有無

※本表は、WEB等の情報から整理したものであり、空欄部は取組有無が不明であったものである。
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グリーンインフラ普及の取組
（世田谷区）

浸透施設普及の取組
（新潟市）

校庭の貯留浸透施設整備
（武蔵野市）

• 助成制度と普及啓発活動により、
平成12年度から平成25年度末
までに約6万基の雨水浸透ます、
雨水貯留槽を設置

• 流域対策の取組の一つとして、グ
リーンインフラの普及促進を推進

• ガイドラインや事例集の公表や、
雨庭造りを促進する講座「世田
谷グリーンインフラ学校」を開催

世田谷グリーンインフラ学校
のちらし

せたがやグリーンインフラガイドライン

• 平成18年度から市内の小・中学
校の校庭に雨水貯留浸透の設
置を進め、17校が完了

市立第一中学校校庭への施設設置の様子

■５－２ 他都市における取組事例



世田谷区豪雨対策行動計画（改訂）における４つの柱の１つであ
る「流域対策」の強化に、「グリーンインフラの推進・促進」を位置付け

40

世田谷区におけるグリーンインフラ取組の具体例 【施策体系】
◆世田谷区では、豪雨対策における流域対策の取組みの一つとしてグリーンインフラの活用を位置付け。

流域対策として、R19までに時間10ミリ相当以上の流出抑制を推進

■５－２ 他都市における取組事例
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区の取組指針

世田谷区におけるグリーンインフラ取組の具体例 【施策体系】
◆「区の取組指針」と「区民や事業者等の取組指針」の両方を示し、行政だけではなく住民の取組みを促進。

区民や事業者等の取組指針

区が積極的に取組む

取組による効果を示す

普及・啓発を進める

支援制度の拡充を行う

グリーンインフラを知る

グリーンインフラに興味・
関心を持つ

グリーンインフラに取組む

世田谷区グリーンインフラ取組みテーマ

テーマ１ 気候変動に伴う災害から身を守ろう！

テーマ２ みどりを守り育てて自然と共生しよう！

テーマ３ 豊かな生活空間を創出しよう！

テーマ２ 持続可能なまちづくりをしよう！

■５－２ 他都市における取組事例
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区
の
取
組
指
針

世田谷区におけるグリーンインフラ取組の具体例 【区による取り組み事例】
◆「区の取組指針」と「区民や事業者等の取組指針」の両方を示し、行政だけではなく住民の取組みを促進。

区
民
や
事
業
者
等
の
取
組
指
針

区が積極的に取組む

取組による効果を示す

普及・啓発を進める

支援制度の拡充を行う

グリーンインフラを知る

グリーンインフラに興味・
関心を持つ

グリーンインフラに取組む

行政施設や道路・公園への整備

雨水浸透ます助成や雨水タンク助成の
他、「屋上・壁面緑化助成」や、
「生垣・植栽帯・シンボルツリー助成」等の
制度を整備

効果の見える化（雨水浸透量の差）

区立保健医療福祉総合プラザ（うめとぴあ）

小田急線上部利用施設等

■５－２ 他都市における取組事例
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区
の
取
組
指
針

世田谷区におけるグリーンインフラ取組の具体例 【区や住民による取り組み事例】
◆「区の取組指針」と「区民や事業者等の取組指針」の両方を示し、行政だけではなく住民の取組みを促進。

区
民
や
事
業
者
等
の
取
組
指
針

区が積極的に取組む

取組による効果を示す

普及・啓発を進める

支援制度の拡充を行う

グリーンインフラを知る

グリーンインフラに興味・
関心を持つ

グリーンインフラに取組む

グリーンインフラ学校の開催

広報誌やSNSでの発信、
ガイドラインや事例集の整備

地域住民と区の協定による
花壇やプランターの管理

庭木の手入れ講習会

住民と役所の協働による「世田谷ダム構想」
雨水浸透施設と雨水タンクの普及促進

■５－２ 他都市における取組事例


